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小中一貫校化

ニュータウン地区の
小規模校化

年度

延床面積（㎡）

建物用途別／築年度別所有状況表（床面積㎡）
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成田市学校施設長寿命化計画
概要版

１ 目的，位置づけ，計画期間，対象施設

成田市学校施設長寿命化計画（以下「本計画」という。）は，上位計画である成田市公共施設等総合

管理計画に基づき，市内の学校施設の老朽化等の状況を把握し，施設の中長期的な維持管理等に係る費

用の縮減・予算の平準化を実現しつつ学校に求められる機能を確保するものです。

小学校１９校・中学校８校・義務教育学校２校を対象とし，令和３（２０２１）年度から令和４２

（２０６０）年度までの４０年間の長期計画と令和３（２０２１）年度から７年間の中期計画を策定し

ます。

課題① 児童生徒数の変動傾向
＜地域によって異なる状況＞

課題③ 改修時期の集中

本市の小規模校８校のうち６校がニュー

タウン地区に近接して配置されており、う

ち1校は大幅な学級数の減少が見込まれて

います。

今後のまちづくりの方向性や地域住民の

入れ替わりなど社会的要因による児童数の

変動を考慮した対応が必要です。

図 築40年で長寿命化改修を実施，築80年に建替えをした場合

築３０年以上経過した建物が全体の約

５５％を占め，老朽化が進んでいます。

安全性を確保しつつ，適切な教育環境

を維持するために，施設の老朽化対策が

重要な課題となります。

「築４０年で長寿命化改修（老朽化対

策）を行い，築８０年で建替える」と仮定

すると，４０年間で長寿命化改修，建替え

ともに改修時期が集中し，多くの整備費用

が必要になります。

改修時期を分散させて平準化すること

が必要です。

２ 学校施設を取り巻く現状と課題

課題② 老朽化の進行

図 築年別整備状況
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現在

2010～2019年度 今後の40年間

1.5倍

今後10年間
28.3億円/年

過去10年間
施設関連経費

19.2億円

40年間総額
1,052億円

（26.3億円/年）

1.4倍

建替え耐震改修 部位の改修 建替え 経常修繕（0.7億円/年）
グラウンド等の改修

長寿命化改修
（機能回復・機能向上）

長寿命化改修
（築後40～49年
の建物）

中規模改修
（機能回復）大規模改造

（これまでの改修）

図 2000年度から2026年度までの変化

2010～2019
（10年間）の

平均19.2億円/年

40年間の総額
1,052億円

（26.3億円/年）

経常修繕中規模改修 建替え長寿命化改修長寿命化改
（積み残し）

部位の改修

大規模改修

建替え耐震改修

（億円）



３ 学校施設整備方針

建替えと長寿命化の併用による効果的
な施設整備

• 築年数，改修履歴及び現地調査結果から，長

寿命化改修に加え，建替えを含めた整備方式

を設定

学級数の変化等地域の実情に応じた
対策の実施

• ニュータウン地区の小規模校は，社会的要

因による児童数の変動を考慮しながら，地

域の意見等を踏まえて，教育環境の適正化

に向けた対応を考えていきます。

新学習指導要領への対応等教育環境
の向上

• 少人数教育，アクティブラーニング，ICTを

活用した教育に対応可能な整備

• スロープの設置などを実施し，バリアフリー

化によるインクルーシブ教育へ対応

学校施設の有効活用（複合化・共用化

による地域施設としての学校活用）

• 余裕教室を有効活用できる教室配置の検討

• 建替えや長寿命化改修時に児童ホームなど

の他施設との複合化や共用化について検討

• トイレの洋式化，多目的トイレの設置など，

地域開放にも配慮した整備を検討

整備イメージ（普通教室の長寿命化改修）

天井

更新（吸音石膏ボード）

照明

更新（LED照明）

床

更新（木質フローリング）

パーティション

更新

更新（上下可動式）

更新（木質化）

棚

更新（強化ガラス ガラスフィルム）

黒板

空調

改修（マルチエアコン）

情報コンセント
タブレット用
キャビネット

掲示板

更新

腰壁

外部開口部

壁

更新（掲示用クロス）

更新

学校施設の目指すべき姿

社会を生き抜く力を育む

伝統・文化の理解と国際性を育む

豊かな心・道徳性・規範意識を育む

よりよい学校教育環境づくりを進める
・教職員の資質の向上
・教職員の負担軽減に向けた取組の推進
・教育環境の整備・改善
・学校安全対策の推進
・学校施設の整備・活用

様々な困難を抱えた子どもたちへの支援を充実
する

社会の変化に対応した教育を推進する

成
田
市
学
校
教
育
振
興
基
本
計
画

ハード面の課題
・築30年以上の建物が約55％ある，老朽化への対応
・財政制約に見合った整備水準の検討
・更新等費用の軽減と平準化の検討

ソフト面の課題
・地域によって異なる児童生徒数の増減動向
・過去のピーク時からの児童生徒減による余裕教室の活用
・今後はニュータウン地区でも小規模校化が進行

成田市総合計画 NARITA みらいプラン

地域施設としての学校活用
・余裕教室を活用した一般公共施設との複合化
・部活動や学校開放等の地域との連携
・災害時の避難所としての機能強化

教育環境の向上
・いまある施設を活用し、整備コストを抑えな
がら より良い教育環境の導入

・ICT教育、少人数教育、アクティブラーニン
グ、 インクルーシブ教育など新しい教育へ
の対応

安心・安全な学校施設
・学校施設の適正な維持管理
（築年の経過した老朽校の改築）
（長寿命化改修による安全確保と、
機能向上）

・学校の防災対策の充実

2



3

４ 学校施設長寿命化計画

整備方式の振り分け方法

原則築後80年まで建物

を使用しますが、コンク

リートの圧縮強度、1971

年以前の建物、大規模改造

実施の有無、耐震基準によ

り，４つの整備区分に分け

ます。

実施段階では，耐力度調

査に加え，改修・建替えの

必要性等を総合的に判断し

ます。

長期の整備費用（４０年間）

過去の施設関連経費を19.2億円/年に設定し，直近３年間の市の実施計画を加え、築年順の改修・

建替えにより４０年間のコストを平準化すると、25.2億円/年の整備費となりました。

施設整備での工夫や国の補助制度の活用，さらに児童生徒数の実態に合わせた適正配置・適正規模

化による費用削減を図り，施設関連経費内で本計画を実施するものとします。なお，施設関連経費は，

社会経済情勢の変化に伴う市の財政状況により見直しをします。
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2010～2019年度 今後の40年間

現在

建替え耐震改修 部位の修繕 長寿命化改修
（機能回復・機能向上）

長寿命化改修
（築後４0～４９年の建物）

経常
修繕

過去10年間
施設関連経費

19.2億円

今後10年間
25.7億円/年

1.3倍

40年間総額
1,009億円

（25.2億円/年）

中規模改修
（機能回復）

（億円）

（年度）

実施計画
(3年間)

大規模改造
（これまでの改修）

（0.7億円/年）
グラウンド等の改修

1.3倍

築40年に長寿命化

改修、60年に中規

模改修を実施

築40年に長寿命化
改修、20・60年に中
規模改修を実施

建替える際にコ

ンパクト化、機

能向上

大規模改造の20年

後に中規模改修を

実施

全体 143棟 18．8万㎡

YES

NO

NO

YES

1971年以前の建物

新耐震基準 旧耐震基準

長寿命化改修 長寿命化改修

YES

建替え中規模改修整

備

区

分

NO

RC造

S造

目標使用年数 80年

YES

NO

圧縮強度 13.5N/㎟以下

目視で確認できる著しい躯体の劣化

80年 60年

大規模改造実施済み

YESNO

構造が旧耐震基準

図 施設整備の振り分けフロー



５ さらなる改善に向けて

編集・発行：成田市教育委員会 教育部 学校施設課
〒286‐8585 千葉県成田市花崎町760 電話０４７６－２０－１５８５

６ 本計画の継続的運用方針

限りある予算の中で着実に本計画を

実行するためには，施設経費の縮減が必

要です。

ニュータウン地区は小規模校が複数

校となる推計や，児童生徒が今後増加，

減少する地域，さらなる新たなまちづく

り等による児童生徒数の増加も見込まれ

ることから，児童生徒数の変化に柔軟に

対応する施設整備が求められます。

具体的なコスト縮減方策として，①

民間活力の導入，②継続的な実態把握に

よる児童生徒数等の変化に応じた適正規

模，③次期中期計画以降の適正配置，④

運営面からの組織横断的な改善手法の導

入によるコスト縮減を検討します。

情報基盤の整備と活用

適切な教育環境を維持するためには，継続的な調査により施設の状況を把握することが重要です。そ

のため，法令に基づいた定期点検とあわせた劣化状況調査を実施し，情報の更新や本計画の見直しに活

用します。

推進体制等の整備

本計画は，学校施設を所管する教育委員会が中心となって推進していきますが，他の施設と複合化を

検討する場合など，より有効な活用が図れるよう関連部署と連携・協力して推進します。

フォローアップ

本計画は，中期計画が完了する７年後に見直すとともに，新たなまちづくりの進展等による学校環境

を学校教育を取り巻く大きな環境の変化した場合に計画を見直すこととします。本計画の実施にあたっ

ては，維持・更新費用（単価），児童生徒数の動向など，P（計画）・D（実施）・C（点検）・A（改

善）サイクルにより随時，継続的に見直し，改善を検討します。

図 適正規模・中期計画以降の適正配置検討イメージ

実態・課題の整理，改善の方向性等に関する市民や
学校関係者の共通認識，合意形成

地域、学校ごとに実態データを提示し，いろいろな観点から議論

【関係者】

未就学児
保護者

中学生
保護者

小学生
保護者

地域
住民

教職員
市長
部局

教育
委員会

中学生小学生

【将来推計】 【面的変化】

【通学路】 【開発動向】

【建物配置】 【市民意向】

課題
の
抽出

コスト縮減に向けた取り組み
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